
『アジア経済』XLV‒１（2005.１）7272

書 評 論 文

はじめに

中国の地域開発は，1980年代の沿海部発展戦

略に代表されるように沿海部を先に発展させ，

その発展の恩恵を内陸部に移転させるという考

え方が支配的であった。これは発展の恩恵が先

進地域から後進地域へはしごを伝わるように降

りていくというところから「はしご理論」（注１）

と称される。またこれは，ハーシュマンの不均

衡成長論の地域版ともいえるし，あるいはミュ

ルダールやハーシュマンが想定していた成長の

波及メカニズムを期待する考え方である。90年

代に入ると，発展の恩恵が後進地域に波及して

いないのではないか，という見方が表れ，地域

の不均衡発展が着目されるようになった。結果，

中国の地域分析の研究は，不均衡の度合いを測

定するものから始まって，最近の空間経済学な

どの影響から地域間の空間的な相互依存を解明

するものに移りつつある（注２）。

中国の地域が他地域とどのようにつながり合

っているのか，中国という広大な空間構造を解

明するものとして，近年中国の地域間産業連関

分析が見直され，研究が進みつつある。この分

野での先駆的な業績として市村真一・王慧炯編

『中国経済の地域間産業連関分析』（以下，市

村・王［2004］）が出版された（注３）。本書は1987

年を対象年次とし，1992年から日中共同プロジ

ェクトとして行われ，５年以上もの時間をかけ

た共同研究の成果である。中国ではじめての地

域間産業連関表作成という大事業であったため，

発表が遅れたのは残念であるが，「はじめて作

成された中国の地域間産業連関表とその地域分

析と産業連関分析への応用というパイオニア的

研究成果を提供」（同書「はじめに」）しており，

今後この分野の基本書になる可能性を秘めてい

る。

本書は以下のような内容になっている。

第一章　地域間投入産出表の作成方法（注４）

第二章　中国経済の地域間産業連関表

第三章　中国の地域区分と地域の特徴

第四章　地域間産業連関表による地域間依存

関係の分析

第五章　地域間産業連関分析による政策シミ

ュレーション

この構成からわかるように，本書は①中国地

域間産業連関表の推計手法（第一章，第二章），

中国の地域間産業連関表の推計とその応用

──市村真一・王慧炯編『中国経済の地域間産業連関分析』（創文社，2004年）によせて──
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②中国産業連関表の公開（第二章，第三章），③

応用分析の３つのテーマから成り立っている。

筆者も中国地域間産業連関表の作成［Institute 

of Developing Economies ──以下 IDE ──

2003］と分析［Okamoto and Ihara 2004］に携わ

ってきたが，本書とは異なる立場をもっている。

そこで本稿では，上記３つのテーマについて，

アジア経済研究所の事業と本書を比較・検討し，

筆者の立場を明らかにしながら，あらためて中

国地域間産業連関表の推計と応用で生じる問題

について迫りたい。

Ⅰ．地域間産業連関分析の推計手法

地域間産業連関表（以下，地域間表）のモデ

ルとしては，大きく分けて，自地域内の取引と

他地域から移入する取引を明確に区別するアイ

ザード型［Isard 1951］，地域内の取引を交易係

数で自地域財と他地域財に分解するチェネリ

ー・モーゼス型［Chenery 1953; Moses 1955］，

地域型産業と全国型産業とを分けるレオンチェ

フ型［Leontief 1953］がある。各タイプの推計

上・利用上の特質を述べれば，アイザード型で

は，河北省の石炭製品産業が省内の石炭をいく

ら利用し，山西省の石炭をいくら利用するとい

った情報が入っている。したがって推計上，地

域別の財の移入及びその利用先という詳細な情

報を必要とするため，困難を伴うことが多

い（注５）。一方チェネリー・モーゼス型では，河

北省が石炭の総移入のうち山西省から20% 購

入しているとすると，河北省の石炭製品産業，

火力発電あるいは家計でも20% の割合で山西

省から石炭を購入すると仮定されて，作成され

る。したがって推計上，地域別の財の移入とい

う情報のみで作成できる。レオンチェフ型では，

一国の産業連関表に表れる産業を全国に供給し

ている産業と特定地域のみで販売している産業

とに ad hoc に分ける。したがって単純に利用

できるところから，特別な情報を必要としない。

しかし，地域間の相互依存という観点からはあ

まり利用されていない（注６）。ゆえに，地域間表

では地域間の交易を把握することが非常に困難

なため，情報量が少なくて済むチェネリー・モ

ーゼス型が採用されることが多い（注７）。

中国においてもデータ収集の困難さから地域

間産業連関表の作成とその応用はほとんどなさ

れてきておらず（注８），今までの推計ではすべて

チェネリー・モーゼス型を利用しているといっ

てよい。

中国で最初の地域間表は，第一回中国産業連

関学会で発表された江蘇省を南北に分けた蘇南

－蘇北地域間表である［陳主編 1988，第20

章］（注９）。これは地域間交易をサーベイによっ

て把握し，列係数からチェネリー・モーゼス型

で展開している。

柴田・安藤（1991）では，1985年の中国産業

連関表［IDE 1991］と既存の地域統計データか

ら計量モデルを作成し，29地域７産業の地域展

開を行った。

次に Akita, Kawamura and Xie（1999）では，

東北三省とその他地域の二地域間表を作成して

いる。これは立地係数（Location Quotient：LQ）

を地域間交易の列係数と見なして二地域間表に

展開する（注10）。

また岡本による一連の研究［岡本 2002；劉・

岡本 2002；岡本 2003b］では，中国交通年鑑で

公表されている鉄道 OD 表（注11）を利用してレオ

ンチェフ・ストラウトのグラビティモデル［Le-
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ontief and Strout 1963］で地域間交易の列係数

を推計して，チェネリー・モーゼス型で3地域

10部門の地域間表を推計した。

日置（2002）は，上記二つの手法を用いて，

長江デルタ三省とその他地域の二地域間表を二

種類作成し，分析を試みている。結果グラビテ

ィモデルの方がやや地域間交易を過大評価して

いるのではないかと結論づける（注12）。

市村・王（2004）の第一章では，チェネリ

ー・モーゼス型での作成の仕方が二地域二部門

の仮説的数値例で紹介されている。本章での特

徴は，運輸部門の地域間交易の取り扱いの難し

さ，あるいは注意すべき点を指摘している。

IDE（2003）ではそれがまったく考慮されてい

ない。

第二章では，表の作成の推計が紹介されてい

るが，その過程は６ページのみ（12－17）に集

約されている。とくに重要な地域間交易では，

交通部の鉄道 OD 表を利用したこと，が触れら

れているのみである。実際に第一章で触れられ

たようなチェネリー・モーゼス型で作表された

のかまではわからない。また地域間の移出入の

整合性では，「基点調査」が行われたとしか触

れられていない。おそらく最初の推計というこ

とから統計専門家による手作業でのトライア

ル・アンド・エラー方式で作成され，またバラ

ンシング作業が行われたと推察する。

IDE（2003）は，上記の研究成果（注13）をふま

えて，鉄道 OD 表やその他の輸送に関するデー

タを収集し，グラビティモデルを利用して地域

間交易量を推計した。そして同時にサンプルサ

ーベイ（注14）を実施し，地域間交易から得られる

列係数をマニュアルにて修正を施し，各地域の

投入係数をチェネリー・モーゼス型で八地域間

に展開した。この推計の過程は，Okamoto 

and Zhang （2003）にて公開されているが，中

国の統計情報の公開性と関連しているため，市

村・王（2004）と同じくやや単純化している。

推計手法の直接的な比較は，第二章の情報不足

から積極的に行えない。筆者はよりよい中国の

地域間産業連関表の推計のためには，推計に必

要なデータの公開性と推計手法の公開が重要で

あると考えている。これについては，今後の中

国の地域レベルのデータの積極的な公開を期待

したい限りである。

ところで，データは18ページから117ページ

までで，本書が200ページあまりの書物である

ことを考えると，データで大部を占めている。

このデータは付録の CD-ROM に収録されてお

り，実際にデータを利用する読者にとってはう

れしい配慮といえる。

Ⅱ．中国地域間産業連関表の比較

現時点で，中国地域間表のデータは，市村・

王（2004）と IDE（2003）がある。比較を行い

ながら地域区分，部門分類，表の形式の３つに

ついて検討を行う。

１．地域区分

地域間産業連関表の作成にあたっては地域区

分が非常に重要である。なぜなら地域区分によ

って相互依存の程度が変わるおそれがあるから

である。例えば，分析する地域の規模が小さく

なればなるほど，他地域への依存あるいは移出

入は大きくなってしまい，逆に地域が大きくな

ればなるほど，自己完結的になってしまう。相

互依存関係を分析するためのツールは地域の区

分によって決定づけられてきてしまうことに注
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意しなければならない［井原 2003］。

市村・王（2004）では地域区分の仕方におい

て第三章（全９ページ，118－126）で特別に論

じられている。第三章では，中国における大経

済区の成立をレビューし，地域区分の考慮点と

して，①物理的条件（地形，気候，鉱物資源），

②経済的条件（基盤整備，発展水準，産業構成），

③社会的条件（人口，年齢，労働力の質，教育な

ど）があげられ，着眼点として，①地域経済の

統合性，②中核都市の存在，③開発方向の一致，

④経済地区と行政管理地区の一致，があげられ

ている。本章では「これらの視点では，中国の

学界は一致しており，多少の違いはあるが，ほ

ぼ類似の区分が提案されてきた。」（120ページ）

ことを指摘しつつ，結局，彼らは①地理的規模

と経済規模の比率，②地域経済内の完結性と補

完性，③普遍性と相互依存性を原則としてまと

めあげたとしている。この視点は，中国の地域

経済をマクロ的に把握するための便宜的手段と

して利用されている一般的な地域区分といって

よい。

筆者も地域の区分は重要であると考えてい

る（注15）。実際，IDE（2003）は，Richardson（1979）

の地域経済学の観点で，産業構造や発展の程度

が似ているという「同質性」と行政区分を重視

表１　中国地域間産業連関表の比較

市村・王（2004） IDE（2003）
対象
年

1987年 2000年1

部門 ９部門 30部門
１農業 １農業
２鉱業 ２石炭採掘

３石油・天然ガス
４金属採掘
５非金属採掘

３軽工業 ６食品加工及びたばこ
７紡績
８服装
９木材加工及び家具製造
10紙製品及び文教用品

４エネルギー産業 11石油加工及びコークス
24電力・蒸気・温水供給
25ガス生産
26水供給

５重化学工業 12化学
13非金属製品
14金属加工
15金属製品
16機械工業
17輸送設備
18電気機械
19電子通信設備
20測量機器
21機械修理
22その他製造業
23スクラップ・屑2

６建設業 27建設業
７運輸通信業3 28運輸
８商業・外食産業4 29商業
９サービス業 30サービス
付加価値　資本減耗
　　　　　雇用者所得
　　　　　福利基金
　　　　　営業余剰・間接税
　　　　　その他

最終需要　家計消費

　　　　　社会消費
　　　　　固定資本形成
　　　　　在庫純増
　　　　　輸出
　　　　　輸入
　　　　　誤差

資本減耗
雇用者所得
生産税純額
営業余剰

農村住民家計消費
都市住民家計消費
政府消費
固定資本形成
在庫純増
輸出
輸入
誤差

地域
東北　　　遼寧，吉林，黒龍江
華北　　　北京，天津
　　　　　河北，山東
　　　　　内モンゴル
華東　　　上海，江蘇，浙江
華南　　　広東，福建，海南
華中　　　山西，河南，安徽
　　　　　湖北，湖南，江西
西北　　　陜西，甘粛，寧夏
　　　　　青海，新彊

東北　　　　遼寧，吉林，黒龍江
北部直轄市　北京，天津
北部沿海　　河北，山東

東部沿海　　上海，江蘇，浙江
南部沿海　　広東，福建，海南
中部　　　　山西，河南，安徽
　　　　　　湖北，湖南，江西
西北　　　　陜西，甘粛，寧夏
　　　　　　青海，新彊
　　　　　　内モンゴル

西南　　　四川，貴州，雲南
　　　　　広西，チベット

西南　　四川，重慶5，貴州
　　　　雲南，広西，チベット

（注）（1.）外生値は1997年で地域間交易は2000年を
　　　　 対象としている。
　　（2.）1987年にはスクラップ・屑部門は存在し
　　　　 ない。
　　（3.）通信業が含まれているが，IDE（2003）　
　　　　 ではサービスに含まれる。
　　（4.）MPS 方式の統計システムの影響を受け，
　　　　 外食産業が商業と一緒になっている。
　　　　 IDE（2003）ではサービス業に含まれる。
　　（5.）重慶は1997年まで四川省の一部であった。
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し，開発計画の単位を基準とする「計画性」の

二つの基準を用いて地域区分を行っている。地

域間産業連関表の作成にあたっては，地域と地

域の空間的な依存を解明するのであるから，地

域では同質性が重要視されるべきであろう。ま

た分析の視点という意味では，西部大開発や沿

海地域の発展を空間的に解明するという問題意

識から，計画性の基準も採用しながら，IDE

（2003）は中国を八地域に分割している。

IDE（2003）と市村・王（2004）との違いは，

華東地域である。内モンゴルの取り扱いは非常

に難しく，西は青海省から東は黒竜江省まで広

がっているため，これをどこに区分するかは悩

ましい。IDE（2003）では西部大開発という計

画性の基準から内モンゴルを西北地域へ区分し

ているが，市村・王（2004）では「単に参照デ

ータが省単位であるという理由で，内モンゴル

全域を華北」（121ページ）に区分している。筆

者は，分析ツールとして地域間産業連関表を作

成・利用する場合は，やはり地域科学や地域経

済学の観点からの区分が必要となってくると考

える。ただ本書は「地域分類に関する論争をす

るつもりはない（「はじめに」）」し，筆者もそ

のつもりはないので，ただ単純に地域区分に関

する筆者の立場を明らかにしておくにとどめる。

２．部門分類

地域の他に重要なのは部門分類であるが，こ

れについては第二章と第三章でとくには触れら

れていない。市村・王（2004）の内生部門分類

では，９部門であり，製造業は軽工業，エネル

ギー，重工業の３つに分かれているのみである。

また最終需要項目や付加価値項目では，1987年

全国産業連関表の影響を受けており，当時の社

会主義的統計制度（MPS）を反映して，社会消

費（国有企業をはじめとする企業など，いわゆる

「単位」による消費），福利基金（企業など「単

位」が保障していた医療保険や年金）が入ってい

る（注16）。IDE（2003）では，データの入手可能

性から全国表の基本中分類40部門を作業ベース

で利用した。しかしながらサービスの地域間交

易が得られにくいという現実からサービス産業

を統合する結果となった（注17）。最終需要と付加

価値では，中国の統計制度が SNA に移行した

ことから，日本とほぼ直接比較可能な項目とな

っている。市村・王（2004）と IDE（2003）の

二時点を利用して分析する際には，表１のよう

な部門対応で利用することを筆者は提案する。

３．表の形式

表の形式でも市村・王（2004）と IDE（2003）

とでは違いが存在する。それは最終需要の表の

形式の違いである。市村・王（2004）では，最

終需要は地域間取引になっておらず，発生ベー

スになっている。発生ベースとは，最終需要が

発生した地域はどこかという情報のみを表して

いる。一方，IDE（2003）では，最終需要は列

係数を通じて地域間取引の形態をとっており，

帰着ベースということになっている。すなわち

発生した最終需要は最終的にどの地域の財やサ

ービスで満たされたかが表されている。具体的

には表２のような違いとなる。ここでは単純化

のため A 地域と B 地域の二地域間産業連関表

のモデルケースを示している。この表の見方を

簡単に説明しよう。列方向は生産物に対する需

要を示す。Ａ地域，B 地域とある列は個々の地

域の中間財投入による需要を示す。行方向は生

産物の産出先を示す。A 地域，B 地域とある行

は，個々の地域の中間財及び最終財がどの地域

に産出しているかを示している。市村・王
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（2004）の形式では，（行方向で見て）A 地域と

B 地域の生産財がそれぞれの最終需要に向かっ

ている形となっている。しかし実際には A 地

域の財が A 地域の最終需要に需要されるか，B

地域の最終需要に需要されるかは定かではない。

そこでこのような形式の場合，需要された結果

ではなく，「需要が発生した」と考えるのであ

る。これが発生ベースである。色の濃い部分は

最終需要がまかなわれた生産物がどの地域の生

産物であるかを示す。IDE（2003）では，最終

需要の中で A 地域と B 地域の生産物でまかな

われた部分が区別できるようになっている。言

い方を変えれば，（行方向で見て）A 地域と B

地域の生産物がそれぞれどの地域の最終需要に

需要されたかがわかる形になっている。これは

需要が発生して最終的にどの地域に需要された

か，結果を示す形となる。したがって財・サー

ビスの最終帰着地域として見るので，帰着ベー

スとなる。具体的に言えば，市村・王（2004）

では A 地域（たとえば華南地域）で自動車の最

終需要が１億元「発生した」とする情報は表の

中で表れる。しかしこの最終需要は A（華南）

地域のみでまかなえることはできず，一部（た

とえば6000元）は B 地域（他地域）から購入し

なければならない。したがって各地域の最終需

要の帰着先は A（華南）地域4000元，B 地域

（他地域）6000元ということになる。これが

IDE（2003）の表の形式である。

この表の形式の違いによって，市村・王

（2004）のデータを利用する際に若干の問題が

発生する。レオンチェフ逆行列を求めたあと，

最終需要を与えて総生産額を求めるインパクト

分析をする場合，A（華南）地域で「発生し

た」最終需要１億元をそのまま利用すると，推

計された総生産額が過大評価されることになる。

実際に「帰着した」最終需要は4000元であった

ので，A 地域の最終需要によるインパクトは

実際より大きくなることに注意しなければなら

ない。一方，IDE（2003）では，実際に需要さ

れた各地域別最終需要による各地域の生産額を

個別に求めることができる。

以上，地域区分，部門分類，表の形式と比較

した。筆者は，一概にどちらがいいとは言えな

いが，地域区分は地域経済学の観点，部門分類

は分析目的にそって設定することが重要だと考

えている。最終需要の表の形式では帰着ベース

の方が正確なインパクト分析ができるという意

味で望ましいといえよう。

Ⅲ．地域分析への応用

市村・王（2004）の残りの二章は，第二章で

紹介された中国の地域間産業連関表を用いて分

析が行われている。はじめに各章のファインデ

ィングスを整理する。

第四章では「地域間産業連関表による地域間

依存関係の分析」と題され，127～171ページと

応用分析の大部分を占めている。ただし，表題

にある地域間の相互依存分析は第四節（164ペ

ージ）にてようやく現れる。それまでの第一～

三節は地域別の分析が主体となっている。第一，

二節では，基本的な統計情報から各地域の発展

表２　発生ベースと帰着ベースの概念

市村・王（2004） IDE（2003）

A B 最終需要 A B A B
A A
B B

（出所）筆者作成。
*行方向がA地域，B地域の生産物の産出を表している。
　なお，付加価値は省略している。

最終需要
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状況が整理される。この第一節では，各省の33

部門産業連関表を利用しているのが特徴である。

第三節で作成された地域間産業連関表を用いて，

各地域の投入係数が比較される。最後の第四節

では，産業別に地域間投入係数を用いて依存の

関係が分析されている。本章での分析結果を筆

者がまとめるならば，以下の表３のようになる。

ここでは沿海部（華北，華東，華南）と西部

地域（西南と西北）の発展程度を意識しつつ，

筆者がファインディングスをまとめてみよう。

沿海部では加工業を中心に集積が始まっており，

他地域との移出入が大きく，発展の中心地域と

しての様相が見られる。一方で，西部地域は農

業が主体となり，移出入が小さいので，自立的

といえよう。効率性では，沿海部でも上海を中

心とする華東地域で，効率的な投入構造をもっ

表３　第四章のファインディングス

項目 ファインディングス

産業構造 ①農業は，華中，華北，西南に集中
②工業は，華北，華東，華中に集中

移出入 ①加工業は，華東，華北，華南に集積
②この３地域は他地域との移出入が大きい
③東北と華中は鉱業資源が豊富で工業需要を満たしているが，軽工業の他

地域依存がみられる。
④西北と西南地域の他地域依存はあまり大きくない。

物流 ①東北，華北，華東には密接な輸送関係がある。
②広東省は全方位的な輸送関係をもつ。
③西北と西南の省間物流は大きくない。

効率性（1） ①東北－エネルギー産業と重化学工業
②華北－農業とエネルギー，全国平均
③華東－全国平均よりも効率
④華南－全国平均よりも非効率
⑤華中－全国平均
⑥西北－エネルギー，運輸郵電やサービスの投入が効率
⑦西南－農業，軽工業がエネルギーやサービスからの投入が効率

域内中間投入の状況（2） ①東北－鉱業，エネルギー豊富
②華北－全国平均
③華東－軽工業，重化学工業が豊富
④華南－商業・飲食業が豊富
⑤華中－全国平均
⑥西北－農業，商業・飲食業が豊富
⑦西南－農業，商業・飲食業が豊富

中間投入で域外依存が相対
的に大きい産業の状況

①農業－華東，西北
②鉱業－華東，華南
③軽工業－西北以外の地域が華東に依存
④エネルギー産業－東北，西北以外
⑤重工業－華北，西南
⑥運輸・通信－華北，華東，華南
⑦商業・飲食－華東，西北
⑧非物的生産部門－華南，西南

（出所）筆者作成。
（注）（1）投入構造で全国平均よりも20% 以上を効率的な投入としている。
　　（2）地域内投入係数が全国平均よりも20% 以上の場合，豊富で投入しやすいとしている。
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ており，また工業部門では域内投入も高い結果

となっている。西部地域では農業やエネルギー

産業が効率的投入構造をもっており，域内投入

では農業と商業で優位性がみられる。他地域か

らの投入依存をみてみると，沿海部では農業で

他地域依存，西部地域では西南が重工業で他地

域依存がみられ，それに比べて西北地域はどち

らかといえば他地域依存の少ない地域といえる。

最後の第五章は，「地域間産業連関分析によ

る政策シミュレーション」と題され，経済政策

分析のために地域間産業連関分析を行っている。

具体的には地域間の費用乗数と需要乗数を用い

て地域間相互依存関係を分析し，それにもとづ

いて中国の地域開発戦略に関する政策的含意を

導くことを目的としている。分析の方法論で輸

入内生化の仕方にやや違和感があるが（後に問

題点を述べる。），彼らの観察をまとめると表４

のようになる。

結論として，「華中，華北，華東地域は，需

要衝撃（インパルス）のネットの受け手である

と同時に，コスト衝撃のネットの送り手であり，

他方，華南，西南，西北地域は需要衝撃のネッ

トの送り手，コスト衝撃のネットの受け手であ

るという事実」（202ページ）が指摘されている。

ただ，それから中国の地域開発に対する政策的

含意は特に触れられていない。

以上のように，第四章，第五章の分析は，地

域別の特徴を表すこと，及び開発政策の含意を

導くことに主眼がおかれている。方法論的には

どちらも適切であるが，記述上の問題を指摘し

たい。①第四章では，地域の特徴が冗長に述べ

られているので，読者はどこを重点として読み

取って良いのかがわかりにくい。また，タイト

ルにある相互依存関係の分析が少なく，それを

期待する読者にとってやや期待はずれになる可

能性がある。②第五章では，大量の計算が行わ

れているため，読み取りが一部分のみである。

しかし読み手が産業連関に詳しい読者であるな

らば，そこから自分の問題意識にそって政策的

含意を見つけることはできるかもしれない。い

ずれにせよ，産業連関に詳しくない中国の地域

を研究する専門家にとっては，わかりにくいと

思われる。

共通の問題点は，中国の地域分析について

表４　第五章のファインディングス

費用乗数分析からのファインディングス

①　全中国の賃金増加による消費者物価指数に与える影響は，華南，華中，西南地域で大きく，利潤・
税では東北，華北，華東，西北地域で影響が大きい。

②　全国レベルの消費者物価指数の上昇は，華中，華北，華東，西南と経済規模の順で影響を与える。
③　各地域の消費者物価指数への影響の中で，自地域効果は全体の７～９割を占め，南西地域は特に重

要である。
④　華南，西北，西南地域は価格ショックのネットの受け手であり，華中，華北，華東地域は価格ショ

ックのネットの送り手である。

需要乗数分析からのファインディングス

①　消費が外生の場合，GDP に対する乗数値は１より小さく，内生的に処理されると２以上の値をとる。
②　消費内生の投資乗数の場合，GDP に対する乗数値が大きいのは西北と西南である。
③　華中，華東，華北，西南は需要効果のネットの受け手であり，西北，華南，東北はネットの送り手

である。

（出所）筆者作成。



8080

書 評 論 文

「何を」問題意識としているかはっきりしない

ということではないだろうか。作成された中国

地域間産業連関表の読み取りと分析はされてい

るが，どうしてもファインディングスだけが羅

表５　地域投入係数による相互依存関係の変化

〈投入係数〉
市村・王（2004）

東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

東北 0.448 0.041 0.016 0.010 0.008 0.004 0.002 
華北 0.058 0.415 0.053 0.024 0.023 0.015 0.004 
華東 0.021 0.044 0.460 0.057 0.067 0.029 0.030 
華南 0.002 0.006 0.028 0.425 0.006 0.001 0.013 
華中 0.017 0.050 0.049 0.023 0.413 0.015 0.013 
西北 0.001 0.003 0.004 0.003 0.003 0.430 0.013 
西南 0.002 0.004 0.008 0.023 0.008 0.031 0.415 

合計 0.550 0.563 0.618 0.564 0.529 0.524 0.489 

IDE（2003）
東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

東北 0.567 0.011 0.006 0.003 0.003 0.009 0.002 
華北 0.029 0.577 0.035 0.021 0.027 0.035 0.013 
華東 0.019 0.021 0.587 0.039 0.025 0.022 0.015 
華南 0.009 0.007 0.023 0.549 0.013 0.014 0.021 
華中 0.016 0.021 0.041 0.035 0.536 0.036 0.023 
西北 0.005 0.008 0.005 0.004 0.010 0.454 0.007 
西南 0.003 0.002 0.006 0.017 0.006 0.013 0.498 

合計 0.648 0.647 0.702 0.666 0.621 0.583 0.580 

〈地域間構造〉
市村・王（2004）

東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

東北 82% 7% 3% 2% 2% 1% 0%
華北 11% 74% 9% 4% 4% 3% 1%
華東 4% 8% 74% 10% 13% 6% 6%
華南 0% 1% 4% 75% 1% 0% 3%
華中 3% 9% 8% 4% 78% 3% 3%
西北 0% 1% 1% 0% 1% 82% 3%
西南 0% 1% 1% 4% 2% 6% 85%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

IDE（2003）
東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

東北 87% 2% 1% 0% 1% 1% 0%
華北 5% 89% 5% 3% 4% 6% 2%
華東 3% 3% 84% 6% 4% 4% 3%
華南 1% 1% 3% 82% 2% 2% 4%
華中 2% 3% 6% 5% 86% 6% 4%
西北 1% 1% 1% 1% 2% 78% 1%
西南 0% 0% 1% 3% 1% 2% 86%

合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%
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列される結果となっているのが現状であり，や

や残念である。

そこで，筆者は Okamoto and Ihara（2004）

で行ったように，中国の経済成長を牽引する華

東地域と華南地域に焦点をあて，ハーシュマン

が期待するように成長の極から周辺地域への波

及効果はどの程度すすんでいるのか（空間構

造），そして今後の西部大開発，東北振興にど

のような影響をあたえるのか（地域開発），と

いう二点を問題意識として分析を行う。また，

手法については市村・王（2004）を踏襲し，第

四章で行われた中間投入分析，第五章の費用構

造分析，需要構造分析の手法を利用してファイ

ンディングスを再整理し，同時に IDE（2003）

のデータも示しながら，時系列分析で内容を吟

味していきたい。

はじめに，第四章第四節のように投入係数を

利用して，中国の地域間の相互依存関係を明ら

かにしてみよう。分析にあたっては，市村・王

（2004）の表を，三次産業別に再編し，IDE

（2003）と比較可能なように地域も七地域とし

た（注18）。全体の地域間の取引に着目するため，

産業の合計あるいは平均でみることとする。

表５は地域間投入係数の計算結果を表してい

る。表５の左は投入係数そのものを示しており，

各地域の産業が一単位の生産にあたってどれく

らいの財をどの地域から購入するかが示されて

いる。一方表５の右は，投入係数合計に占める

各地域の投入係数のシェアをとったものである。

まず，各地域ともに1987年から2000年にかけ

て，生産の迂回化（注19）が進み，投入係数の合計

は増大していった。これは全国表の傾向［李・

鐘 1998］とも整合している。このような生産構

造の高度化は域内の投入係数の増大によっても

たらされており，他地域との相互依存関係を増

やした結果ではないということである。むしろ

全体的に他地域との取引は減少しているといえ

る（注20）。

1980年代後半から2000年にかけて，中国の産

業集積及び経済発展は華東と華南地域を中心と

しておこった。この間両地域では，地域内投入

を著しく増加させ，構造の高度化が観察された。

一方地域間投入では，華東地域は華北と華中を

中心として，華南地域は華東と華中から投入財

を調達するという構造にはとくに変化がみられ

ない。西部地域では，西北，西南ともに地域内

投入があまり増加していない。むしろ，華中，

華南からの地域間投入を増加させている。すな

わち経済発展地域である華東，華南は地域内で

の中間財調達を増加させ地域内のリンケージを

強めている。西部地域は地域内リンケージを弱

めて，発展著しい華南，地域的に隣接している

華中とのリンケージを強めたということがいえ

る。

次に第五章と同じく，費用構造と需要構造を

分析しよう。ここでは単純化のため，第五章で

示される費用乗数と産出乗数（需要乗数）のみ

を比較する（注21）。

費用乗数は，

　 p＝pA＋nB§ の費用恒等式から

　 p＝nB§（I－A）－1となる。この式の B§（I－

A）－1が費用乗数である。ここで B§ は付加価値

の合計率を用いている。

産出乗数（需要乗数）は，第五章で（I－A＋

M§ ）型の輸入の内生化を行っているが，経済学

的に解釈不可能であるため［宮沢 2002: 104-105］，

よく用いられる以下の形式を用いた。

　X＝｛I－（I－M§ ）A｝－1｛（I－M§ ）F＋E｝
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ここで｛I－（I－M§ ）A｝－1が産出乗数である。

表６にはそれらの結果が示されている。なお

産業ごとの平均を地域の乗数効果とした。表で

は，費用乗数は右方向で費用の上昇による各地

域への価格へ与える影響を，産出乗数は列方向

で各地域への需要の広がりを示している。

費用乗数からみてみると，二時点において華

東，華南地域の地域内コスト増は微増している。

そして華東は華中と華北のコストに影響を与え，

また華南は華東と華中のコストに影響を与えて

いる。ただどちらの地域も東北への影響は小さ

くなっているが，西北と西南地域へのコストに

影響を強めていることが読み取れる。これは，

華東と華南地域の集積の外部不経済による労働

表６　費用乗数と産出乗数の変化

市村・王（2004）

東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

費
用
乗
数

東北 0.8567 0.0693 0.0309 0.0059 0.0300 0.0026 0.0046 
華北 0.0502 0.8091 0.0528 0.0107 0.0644 0.0046 0.0082 
華東 0.0253 0.0633 0.7930 0.0306 0.0684 0.0059 0.0134 
華南 0.0184 0.0392 0.0684 0.7969 0.0395 0.0054 0.0321 
華中 0.0164 0.0368 0.0751 0.0120 0.8407 0.0052 0.0138 
西北 0.0086 0.0241 0.0381 0.0046 0.0283 0.8540 0.0422 
西南 0.0059 0.0113 0.0368 0.0175 0.0227 0.0165 0.8894 

東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

産
出
乗
数

東北 1.6875 0.1090 0.0531 0.0369 0.0331 0.0190 0.0119 
華北 0.1559 1.6166 0.1409 0.0816 0.0801 0.0562 0.0251 
華東 0.0801 0.1367 1.6832 0.1679 0.1965 0.0992 0.0949 
華南 0.0119 0.0222 0.0677 1.6025 0.0255 0.0095 0.0387 
華中 0.0632 0.1427 0.1390 0.0830 1.6505 0.0559 0.0461 
西北 0.0055 0.0101 0.0126 0.0106 0.0112 1.6832 0.0363 
西南 0.0091 0.0166 0.0263 0.0647 0.0277 0.0885 1.6307 

IDE（2003）

東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

費
用
乗
数

東北 0.8339 0.0584 0.0342 0.0189 0.0371 0.0105 0.0070 
華北 0.0189 0.8706 0.0352 0.0138 0.0416 0.0140 0.0060 
華東 0.0116 0.0609 0.8033 0.0354 0.0677 0.0094 0.0116 
華南 0.0072 0.0402 0.0525 0.8066 0.0595 0.0078 0.0262 
華中 0.0075 0.0497 0.0400 0.0230 0.8533 0.0146 0.0119 
西北 0.0141 0.0583 0.0341 0.0229 0.0578 0.7925 0.0202 
西南 0.0050 0.0271 0.0252 0.0297 0.0401 0.0116 0.8612 

東北 華北 華東 華南 華中 西北 西南

産
出
乗
数

東北 2.0532 0.0410 0.0236 0.0132 0.0173 0.0340 0.0118 
華北 0.1299 2.0557 0.1306 0.0772 0.1179 0.1405 0.0633 
華東 0.0852 0.0872 2.0069 0.1158 0.1072 0.0897 0.0662 
華南 0.0332 0.0240 0.0606 1.7264 0.0430 0.0433 0.0573 
華中 0.0827 0.0983 0.1530 0.1227 2.0175 0.1442 0.1011 
西北 0.0205 0.0286 0.0186 0.0139 0.0330 1.7448 0.0267 
西南 0.0142 0.0123 0.0232 0.0491 0.0266 0.0463 1.8677 
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や資本コストの増加が与える影響を示している。

またマクロ的な資本や労働の生産要素の地域的

配分あるいは生産税の諸政策が各地域の価格に

与える影響を示しており，非常に興味深い。す

なわち華東や華南のインフレは西部地域のイン

フレをもたらす可能性がある。東北や西部地域

（西北と西南）は，自地域へのコストへの影響は

小さくなっており，むしろ他地域へのコスト増

をもたらしている。

産出乗数をみてみると，投入係数でみたもの

と同じ結果が見られる。華東と華南では華東で

は地域内の産出乗数が急上昇し，需要増による

地域内生産の増加は大きくなった。華南も微増

しているが華東地域ほどではない。他地域への

生産への影響では，華東は華北と華中に，華南

は華東と華中に影響を与える。両地域とも西北

と華中への生産増大に寄与するようになってい

る。この意味で華東と華南の発展は，内陸の華

中や西北への経済発展を促す波及効果が観察さ

れるといえる。西北と西南は自地域内生産増の

効果は大きくなりつつあるも，むしろ他地域

（西北は華中と華北，西南は華中と華南）への漏

出効果も大きくなっている。

以上のファインディングスから，①空間的に

は沿岸部の経済発展が内陸部への広がりをみせ

ているので，はじめにでも述べた「はしご理

論」はある程度機能してきたと評価できるが，

②西部地域の産業構造高度化は遅れ，他地域へ

の依存を強めている，③東北地域は自地域の生

産の迂回化は進んでいるが，西部と同じく他地

域への依存を強めていることが指摘される。し

たがって，政策的にはとくに西部地域内で地域

内産業の育成，及び外国資本の誘致などが必要

であることが導かれよう。

以上地域分析に主眼をおいたため，産業レベ

ルまでの分析を行っていない。産業レベルで分

析できるのが産業連関分析の強みであるので，

分析対象を産業に絞って分析すれば，例えば華

南における電子電気産業集積地域の他地域への

影響など，もっと詳細な情報が得られるであろ

う（注22）。

おわりに

以上，市村・王（2004）の内容をアジア経済

研究所の研究成果と比較し，検討を行った。こ

こでは，中国の地域間産業連関表の推計と応用

について，筆者の考えをまとめたい。

⑴　作成では，推計手法の過程の公開が必要

である。近年，中国の地域間産業連関モデ

ルの本格的な構築が進みつつあり（注23），そ

の推計手法の公開やそれに関する議論はモ

デルの精度を高める上で非常に重要となる。

市村・王（2004）では推計手法が公開され

ていないが，IDE（2003）との比較や初歩

的な分析を通じてわかることは，どちらに

おいてもマクロ的な傾向としては同じ傾向

をもっており，推計精度はそれなりに保障

されていると思われる。推計手法が公開さ

れなかったのはおそらく，省レベルの産業

連関表の非公開性および地域間取引データ

の入手困難性から来ていると思われる。今

後は，中国で省レベルの産業連関表が公表

されることを期待するとともに，既存の公

開データから推計手法の開発も必要となる

であろう（注24）。

⑵　表自体については，地域区分，部門分類，

表の形式についてもう一度議論する必要が
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あると思われる。中国の地域区分について

は中国国内の地域開発研究者がそれぞれの

分類を提示している。それらの地域研究者

との交流を通じて普遍的な地域区分のコン

センサスを形成していく必要があろう。部

門分類については全国表に準じるのが一般

的なので，あとはいかに詳細な部門分類を

設定していくか，データの収集状況を鑑み

つつ決定していく必要があろう。

⑶　応用分析では，目的意識が必要である。

一般に産業連関の専門家は作成に力が集中

してしまい，分析は産業連関の一般的枠組

みで終わることが多い。問題意識が作成に

かわってしまい，産業連関表ができたから

産業連関分析を行う，といった現象に陥り

やすい。産業連関は他の計量モデルと同じ

くツールである。中国の現実を見据えて，

現在の地域開発の課題は何か，目的を明確

にして，ツールを使って実証していく必要

がある。

中国の地域問題や産業連関分析のみならず，

最近は計量経済を専門にする研究者が中国の地

域研究に参入することが増えた。学問的な発展

ではそれは非常に歓迎すべきことであるが，中

国という地域的特性を前提とせずに計量分析を

行うことは問題があるし，普遍性を求めず中国

特有の問題ばかりに固執するような地域研究も

問題である。どちらの成果も相互に利用し，交

流して，この分野の発展につながることが重要

であろう。

確かに，産業連関モデルの分野では，本格的

な中国の地域間産業連関表を作成・分析したと

いう意味で市村・王（2004）の貢献は大きい。

惜しむらくは，応用分析における記述上の問題

から中国の地域研究の分野では，貢献が少ない

ことである。今後のこの分野の研究では，①中

国の地域経済分析の研究はどこまで進んでいる

のかを明確にしつつ，②地域間産業連関分析で

検証できる分野あるいは貢献できる分野におい

て，地域分析の研究を進めていくべきであるこ

とが望まれよう。

最後に，市村・王（2004）の「はじめに」で

は，こう述べられている。

「競争は成功の重要な要因である。我々は，

これまで我々が行ってきた分野に他のグループ

からの競争が起こることを大歓迎する。それに

よって，近い将来この分野の研究がさらに発展

することであろう。──中略──成功は，絶え

ず修正されてこそ一層有益となる。我々は，翡

翠が現れるのを促すために一石を投じたのであ

る。」

IDE（2003） や Okamoto and Ihara（2004）

という成果は，市村・王（2004）の成果がなけ

れば不可能であったろうし，彼らの時代よりも

利用できる資料やデータは豊富であったため，

彼らの成果との比較・検討は圧倒的に IDE

（2003）が有利であろう。90年代前半のデータ

制約，日中の共同研究の難しさを考慮すれば，

市村・王（2004）らが投じた一石の価値は翡翠

と同じであることは間違いない。

（注１）「はしご理論」については加藤（2003）第一

章に詳しい。

（注２）中国の地域分析に関する先行研究の整理に

は，松村（2002），岡本（2003a）を参照されたい。

（注３）なお，同時に英語版が2003年に出版されて

おり，中国語版は今年出版される予定である。

（注４）Input-Output の訳が投入産出であったり，

産業連関だったり，統一されていないのが残念である。
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（注５）アジア経済研究所のアジア国際産業連関表

は，貿易統計と輸入財投入調査を行いながらアイザー

ド型で作成される。

（注６）しかしある産業が一定地域に集積している

場合，全国表のみで，例えば WTO 加盟による特定地

域への影響といったものが分析できるというメリット

もある。

（注７）詳細は，井原（1996），日置（2003）を参照

されたい。過去の研究からチェネリー・モーゼス型の

地域間交易係数で列係数を使うモデルの精度の高さは

実証されている。

（注８）なお中国の産業連関分析の歴史，発展につ

いては岡本（2000）を参照のこと。

（注９）ただし署名原稿になっていないが，江蘇省

統計局の発表である。

（注10）立地係数とは，ある地域の産業の生産額あ

るいは雇用者数のシェアが全国のそれと比較して大き

いか小さいかを示す。ある地域の産業の立地係数が１

より大きい場合，全国よりも供給力がある，あるいは

集積していると見なされる。１より小さい場合は，そ

の産業は全国に比べて集積しておらず供給力もないと

見なされる。これを交易係数として見ると，例えば，

0.9という立地係数の場合，その地域のその産業は，

10% を他地域から財を購入するとみる。立地係数１

以上の場合は，他地域からの購入を０% とするので

ある。

（注11）鉄道による貨物輸送が発送地（Origin）と

到着地（Destination）に分かれてマトリックス表に

なっている。

（注12）Okamoto, Zhang and Zhao （2004）におい

ては LQ での推計は地域間交易の過小推計の可能性が

指摘されている。

（注13）なお，この中には市村・王（2004）も含ま

れている。出版前の英文原稿はすでに2002年時点には

編著者の許可を得て，参照可能となっていた。

（注14）サーベイ結果は，張・趙（2002）で公開さ

れている。

（注15）岡本（2003a）では，中国における地域区分

について考察が加えられている。

（注16）概念の詳細は岡本（1995）などを参照され

たい。

（注17）このため，今回の表の作成においては，サ

ービスの交易は０としている。

（注18）内モンゴルは，IDE（2003）では西北に，

市村・王（2004）では華北に含まれていることに注意

しなければならない。

（注19）生産の迂回化とは，財を生産する過程にお

いて購入した中間財を直接加工するという状態から，

その中間財を生産するのに一旦別の工程で生産された

ものを迂回して使用することを示す。一般に産業連関

分析では投入係数の増大，あるいはリンケージの強ま

りという形で表れる。詳細は，宮沢（1987, 76-77）を

参照されたい。

（注20）Poncet（2001）は地域表を用いて同じ結論

を導き出し，中国の国内市場統合は進まなかったと結

論づけている。

（注21）彼らと同じように労働コストや資本コスト

などの費用構造，消費や投資，輸出の需要構造なども

分析できるが，①読み取れる結果はほとんど同じであ

ること，②最終需要の表の形式が二つの表で異なるこ

とから，単純化した。また需要乗数は一般に産出乗数

（Output Multiplier）と呼ばれるのでここでは産出乗

数とする。

（注22）これについて，Okamoto（2004）が集積地

とリンケージの関係を明らかにしている。

（注23）本稿で紹介した以外にも奥田など（2003），

孟・安藤（2004）の研究がある。

（注24）しかし，現状において地域分析の基本とな

る地域表とくに省レベルの表が非公開であるのは，こ

の分野の研究の進捗を妨げる。その中で Okamoto, 

Zhang and Zhao （2004）では Non-survey 手法による

地域表及び地域間表の精度を検証しており，中国国外

の研究者で入手できる全国表の地域化（regionaliza-

tion）を行う参考となるであろう。
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